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て深い知識は持ち合わせていない。そ
こで専門性を身に付けようと、上司の
紹介で知った熊本大学大学院社会文
化科学研究科の教授システム学専攻に
入学。職務に就きながら２年間のオン
ラインによる遠隔学習によってインス
トラクショナル・デザインを学び、修士
および eラーニングコンサルタント、e
ラーニングデザイナーなど５つの資格
を取得した。
　大学院在学中に、eラーニングの教
材開発を行う教育デザイン研究室を開
室して以降は、授業改善によるFD、職
員による教育支援の側面からSDにも深
く関わるようになる。「役職に就いてい
なくても、常に『君は大学をどうしたい
んだ』と問われ、指示を待つのではな
く提案を求められた。職員が大学を動

愛媛大学

　教育デザイン室は2013年度、学内の
情報基盤を統括する総合情報メディア
センターの下に設置された。主な業務
は、教員に対する授業設計支援、教材
開発支援、eラーニング授業の運用サ
ポート、ICTに関する研修・普及活動
の実施などだ。対面授業を含むあらゆ
る授業の課題について相談を受け付
け、コンサルティング、教材開発、研
修などを一つの組織が総合的に提供し
ている点が特徴といえる。
　スタッフは室長の仲道雅輝講師のほ
か、他部局と兼務の教員が２人、ウェ
ブ制作やネットワークに精通した職員
が５人（兼務・有期雇用含む）、業務
を補助する技術補佐職員２人、学生ア
ルバイト７、８人からなる。
　仲道氏は日本福祉大学の職員を経
て、2011年に愛媛大学の教員となっ
た。教育効果を高めるための最適な教
育手法やカリキュラムを設計する専門
家、インストラクショナル・デザイナー＊

だ。「大学教員は授業『内容』の専門
家ではあるが、授業『設計』について
は経験が少なく、慣れていない。授業

を通して自立した学習者を育てること
が求められる現在、教え方を教える存
在は必要不可欠だ」という考えから教
育デザイン室の開設を提案した。
　仲道氏は、FD、SD、学生の能力開
発などを行う教育企画室の室員も兼
務している。教育企画室は授業改善に
関する研修を年間約60講座提供して
おり、教員はその必要性を理解してい
る。しかし、いざ実践するとなると手
法に迷ったり、準備に時間を要したり
と負担が大きく、改善に至らない例も
多い。教育デザイン室はそのような教
員に対し、「一緒に授業を変えましょ
う」と相談に乗り、成功体験を得るま
で伴走する役割を務めている。

　仲道氏は日本福祉大学を卒業後、
同大学に職員として入職。図書館課、
通信教育部事務室などを経て、2006年
度に情報ネットワーク課に異動、eラー
ニングの開発、普及を担当することに
なった。
　通信教育部で教務に携わったことは
あったものの、授業方法やICTに関し

教え方がわからない教員に
授業方法の見直しを提案

全学を見回し連携を図る
職員時代に培った視点

効果的な授業の設計をサポートする愛媛大学の「教育デザイン室」は、
利用する教員の数が急増しており、今や教員にとって不可欠の存在だ。
室長を務めるのは私立大学の職員から教員に転身した仲道雅輝氏。
職員時代に修得したインストラクショナル・デザインのスキル、
および全学的な視野を武器に、教職員の意識改革に挑んでいる。

職員出身の教員が授業設計を支援
全学の教育力向上を図る

オ

事例①

仲道雅輝氏

＊インストラクショナル・デザイン（ID）とは、教育・研修の効果・効率・魅力を高めるための
システム的なアプローチに関する方法論であり、人材開発や教育活動における課題解決
をめざしたものである。
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 ——熊本大学大学院社会文化科学研究科教授システム学専攻

　eラーニングの専門スキルを身に付け
られる大学院として、全国から大学職
員が集まる大学院が、熊本大学社会文
化科学研究科教授システム学専攻だ。
教授システム学は、インストラクショナ
ル・デザインを中心に、ICT、知的財産
権、マネジメントなどを学ぶ学問。2006
年度に修士課程、2008年度に博士課程
が設置された。同研究科は独立専攻であ
り、学部はない。
　教授システム学専攻の特徴は、eラー
ニングのみで学位が取得できるインター
ネット大学院であること。VOD教材、
掲示板を利用したディスカッション、
Skypeを利用したグループ学習等を活用
して、夜間や休日を利用した学習が可能
となっている。ほかにも、前期課程２年
分の学費で３年間在学できる長期履修
制度や、２年よりも短期で修了できる制
度、科目等履修生制度など、社会人に配
慮した柔軟な履修制度を設けている。

　2008年の中央教育審議会答申「学士
課程教育の構築に向けて」では、大学職
員に今後求められる人材として「インス
トラクショナル・デザイナー」が挙げら
れている。専攻長の鈴木克明教授は「大
学職員がeラーニングを活用した授業設
計法を身に付け、授業内容の専門家であ
る教員との協働を進めてほしいという願
いもあり開設した。答申が後から追いつ
いてきた形だ」と話す。

　募集定員は修士課程15人、博士課程
3人。入学者のほとんどは30〜40代の
社会人で、例年、数人の大学職員が入学
する。eラーニングの整備、教職協働や
職員の立場からの大学改革の推進など
に課題を感じたことが動機となっている
ようだ。
　それ以外の入学者は大学教員、専門
学校の教職員、一般企業社員、自治体職
員など。職場研修、社員の能力開発など

も含め、広い意味での教育に携わってい
る人が多数を占める。さまざまな立場の
職業人が集うことによって、ウェブ上、
また集中講義（対面授業。欠席しても補
講を受ければ卒業できる）によるディス
カッションでは、それぞれの職場ならで
はの課題や見解が飛び交い、「刺激を受
けた」との感想が多く聞かれる。
　卒業後は、在籍している職場にその
まま残り、学んだ能力を発揮する人が多
い。仲道氏のように、職員から教員に転
身する人は今のところ少数派のようだ。
レアケースながら金融系の企業の社員と
して入学し、卒業後に大学職員になった
という例がある。
　2014年度からは文部科学省の特別経
費プロジェクト「教授システム学の研究
普及拠点の形成」が進められている。鈴
木教授によると、日本には教授システム
学を総合的に学べる大学はほかにない。
大学院としては受け入れられる人数に限
界があるため、インターネットで受講で
きるコンパクトな授業パッケージを作製
し、他大学に提供する考えだ。

● 大学職員が集う学び場

図表 愛媛大学のMoodleコース開設状況
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員に得意な分野があればそれを生かせ
るように職務を広げたりして、受け身
の作業になることを防いだ。
　「おかげでよい授業ができた」など
と教員からお礼を言われることが増
え、職員のモチベーションは向上して
いる。業務を通じて授業設計に興味を
持ち、熊本大学大学院の科目履修生に
なった職員も複数いる。
　これまで利用者数の増加をめざし

てきた教育デザイン室は、業務が第２
フェーズに入ったと捉えており、今後
は授業の質向上をめざす。教員へのア
ドバイスの内容を、「いかにして導入
するか」から「いかにして効果を挙げ
るか」に徐々にシフトするとともに、
ニーズに応じた研修会を開くなど、教
員が主体的に学べる環境を整備する。
補助金事業を契機に雇用され任期を迎
える職員もいるため、スタッフの人員

を確保しつつ、業務レベルを上げるこ
とも課題だ。
　並行して仲道氏は、eラーニングに
よって蓄積する学修成果を、学修ポー
トフォリオと統合する試みなど、他部
局との連携にも力を入れる。こうした
取り組みを通じて、全学の教員・職員
に、インストラクショナル・デザインの
「授業を設計する」視点を拡大したい
という。

かす一員であるという意識付けがされ
ていた」と、仲道氏は当時の環境を振
り返る。
　複数大学の連携事業としてSDの指
導教材を作製した際、当時、愛媛大学
に在籍していた秦敬治准教授（現、追
手門学院大学副学長。p.４参照）から
教員公募の情報を得た。学部時代に教
職免許を取得するなど、もともと「勉
強の苦手な子どもの気持ちがわかる教
員になりたい」という思いがあったこ
と、愛媛大学はFD、SDの実績があり、
能力を伸ばせる環境であったことか
ら、迷った末に応募。教員として採用
された。
　職員時代の経験は、現在の職務に大
いに生かされている。仲道氏はその例
の一つとして、「事務部門の各部局が
どういう仕事をするかを把握している
ため、大学全体を見通したうえで提案
ができる」ことを挙げる。教育デザイ
ン室の手がけたことが、例えば初年次
教育、学生募集、広報など、他部局の
業務にどのように影響を与えるか、ま
た生かせるかを考え、連携を図ること
ができるというわけだ。実際、同氏は
IRやポートフォリオの開発に関する委
員会にも参加し、eラーニングと連携し
た取り組みを提案している。
　職員業務の「現場感」を理解してい
ることも大きい。教育デザイン室で実
作業を担うのは主に職員であるため、
人材の配置、職務領域や目標の設定、
他部署との関係づくりなどがスムーズ
に進むという。
　こうした職務について仲道氏は、
「大学が持つ文化によって難易度は異
なるかもしれないが、職員の立場だか

らこそできることがある」と考える。
自身が教員になったのは学生を指導す
る機会を増やしたかったからであり、
職員の立場では教育に参加できなかっ
たからではない。「学生への指導、論
文の執筆など、教員ならではの仕事が
プラスされたが、eラーニングをどう普
及させて、教員の意識をどう変えてい
くかという本質的な役割は、職員時代
と変わらない。自分が教員でも職員で
も、在籍大学が国立でも私立でも変わ
らない」と述べる。

　愛媛大学の中で教育デザイン室の存
在感は日に日に増しており、Moodle＊

の利用度合いはこの数年で急激に上昇
している（図表）。2015年度は10月時
点で既に389人、割合にして約４割の
教員が利用。５〜６月に行われた調査
では、「授業改善の相談先として、教
育デザイン室が必要」と答えた教員が

全回答者の８割を超えた。
　仲道氏が着任した当初、eラーニン
グは一部の教員が自主的に利用するの
みだった。仲道氏は、まずパソコンが
苦手な人が多い文系の教員から授業運
営上の課題について相談を受け、ICT
を使った解決方法を提案。その後、全
６学部に１人ずつ成功事例をつくるこ
とを目標に提案型のコンサルティング
を進め、成果を事例集にまとめて学内
に配付した。
　「科目担当者以外の教員や職員に授
業運営を相談することに最初は抵抗が
あったかもしれないが、一度効果が広
まると、続々と依頼が舞い込んだ」と
仲道氏。不得手な人や導入に反対して
いる人の中から成功事例をつくること
が普及させるカギだという。
　利用者数の増加に従って、教育デザ
イン室の職員の意識にも変化が生じて
いる。仲道氏はインストラクショナル・
デザインの手法をできるだけマニュア
ル化し、経験が少ない職員でも教員に
ヒアリングができるようにしたり、各職

職員が主体的に関われる
環境を整える

ウェブ上の学習のみで完結
場所を問わず受講可能

卒業後も大学に残り
職員として活躍する人が多い

＊ e ラーニングの学習管理システムの一つ。基本的に１科目に対し１コースを開設し、コース上に教材をアップロードする。

　● 特集   広がる成長支援の担い手　〜「職員」の力を生かす〜
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